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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

重点事業における公営企業会計の適用
自治体数（人口3万人以上）

（人口3万人以上の
自治体）2020年度
予算から対象自治

体の100％

【下水道事業】
適用済み 40.0％
取組中 58.8％

計 98.8％

【簡易水道事業】
適用済み 57.9％
取組中 34.7％

計 92.6％
（2017年4月1日時点）

A
2018年４月１日時点の取組状況に
ついて、2018年８月頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程

改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

2016年度決算について新会計基準に
基づき公表し、決算情報の「見える化」
を推進

2016年度決算の概要について新会計基準に基づ
き、公表（2017年９月）。
（順調）

2017年度決算についても新会計基準に
基づき、公表予定。

研究会における検討結果を踏まえ、
「経営比較分析表」の公表分野の拡大
(毎年度２～３事業分野程度)や廃止・
民営化等の検討に資する指標の追加
等内容の充実を図り、公営企業の全
面的な「見える化」を強力に推進

「公営企業の経営のあり方に関する研究会報告書」を
公表（2017年３月）。
同報告書を踏まえ、「経営比較分析表」を既に作成・
公表している水道事業及び下水道事業に加え、交通
事業（バス事業）及び電気事業の２事業について、廃
止・民営化等の検討に資する指標を含む「経営比較
分析表」を作成・公表（2017年９月）。
（順調）

「経営比較分析表」の作成・公表対象事
業の更なる拡大を検討。

重点事業（下水道事業、簡易水道事
業）を中心に、地方財政措置等により、
公営企業会計の適用を推進

2015年度～2020年度において、公営企業会計の適用
に直接必要な経費に対して財政措置を実施すること
としており、2017年度においても同様に措置。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、財
政措置を実施。

公営企業会計の適用の2016年度にお
ける進捗状況を調査・公表。調査結果
を基に適用拡大を更に推進

2017年４月１日時点における公営企業会計適用の取
組状況を調査し、結果を公表（2017年８月）。
重点事業について、公営企業会計適用の取組が遅れ
ている団体が多い都道府県を対象にヒアリングを実
施（2017年10月）。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、同
様の取組を実施。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

収支赤字事業数
2014年度決算
（1,174事業）よ
り減少

828事業
（2016年度決算）

A
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

第
二
階
層

地方の自主的な取組を前提としつつ、
地方公営企業分野全体における改革
の成果を事後的に検証する指標（収
支、繰出金）

－

①収支 7,235億円の黒
字

②繰出金 ２兆9,570億
円

（2016年度決算）

N
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

抜本的な改革の取組状況や課題等に
ついて、最新の状況を調査し、結果を
公表

調査結果について、個別団体ごとに公
表し、「見える化」を推進。優良事例集
を更新し、優良事例集を活用し、引き
続き、横展開を推進

2017年3月31日時点における抜本的な改革の取組状
況等に係る調査を実施し、調査結果を取りまとめると
ともに個別団体ごとに公表（2017年９月）。
「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良
事例集」を作成・公表（2017年３月）。
（順調）

抜本的な改革の取組状況等について、
2018年度以降も調査を実施し、「見える
化」を徹底。
左記調査結果に基づき、直近の先進的
な取組事例を追加するなど、「地方公営
企業における抜本的な改革等の先進・
優良事例集」を更新し、内容の充実を図
る予定（2017年度中）。

研究会における検討結果に基づき、抜
本的な改革を推進

2017年３月に作成・公表した「公営企業の経営のあり
方に関する研究会報告書」、「地方公営企業の抜本
的な改革等に係る先進・優良事例集」等について、全
国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議
（2017年４月21日）はじめ、様々な会議・講演などの機
会を通じて周知徹底。
（順調）

引き続き、様々な機会を通じて周知徹
底を図っていく。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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